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１．防災・減災、国土強靱化の推進 

・ 公共事業関係費は、ＩＣＴ技術等による生産性向上・効率化等も勘案しつ

つ、労務費や資材価格の上昇等の影響を踏まえて、６兆 1,078 億円（対前年

度＋220 億円）に増額。 

・ この予算も活用し、 

 埼玉県八潮市における道路陥没事故の教訓を踏まえた取組 

（例：上下水道管路の更新・リダンダンシー確保） 

 規制・誘導手法の活用などソフト対策との一体的取組 

（例：災害の危険性の高い地域への住宅支援の見直し） 

 新技術の開発・普及 

（例：線状降水帯・台風等の予測精度向上等に資する研究開発） 

などにより、防災・減災、国土強靱化を推進。 

 

２．持続的な成長力強化・生産性向上、地方の生活等の安定に向けた取組 

・ インフラ整備等を通じた成長力強化等のため、海上輸送基盤や空港機能の強

化などを推進。 

 

３．担い手確保・処遇改善等への対応 

・ 建設業の生産性向上や海運・航空業務に係る人材の確保等に向けた取組を

推進。 

 

４．外国人関連施策 

・ 国際観光旅客税を引き上げ、オーバーツーリズム対策や日本人旅行者の安全

安心な海外旅行環境の整備などを強化。 

 

５．国民の安全・安心の確保 

・ 「海上保安能力強化に関する方針」を踏まえ、無操縦者航空機５機や中型

ジェット機１機の増強整備、勤務環境改善に資する宿舎整備をはじめ海上保

安庁予算・定員を大幅拡充。 

  

国土交通省・公共事業関係予算のポイント 

令和８年度予算編成の基本的な考え方 
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（単位：億円） 

 令和７年度 令和８年度 ７’→ ８’増 減 

公 共 事 業 関 係 費 ６０，８５８ ６１，０７８ ＋２２０ 
（＋０．４％） 

 うち国土強靱化関係予算 ４０，７０６ ４１，１０６ 
＋４００ 

（＋１．０％） 

※ 令和７年度補正予算の公共事業関係費は 25,420 億円。 
 

 

 

（単位：億円） 

 令和７年度 令和８年度 ７’→ ８’増 減 

国土交通省関係 計 ５９，５２８ ６０，７４９ ＋１，２２１ 
（＋２．１％） 

 
 
 

公共事業関係費 ５２，７５３ ５２，９５０ 
＋１９８ 

（＋０．４％） 

 
うち一般公共 ５２，３３６ ５２，５１３ 

＋１７７ 
（＋０．３％） 

非公共予算 ６，７７５ ７，７９８ 
＋１，０２３ 

（＋１５．１％） 

※ 地域計上分を含む。 
※ 国際観光旅客税（令和８年度税収 1,300 億円）関連施策のうち国土交通省予算に計上される

1,242 億円（令和７年度 441 億円）を含む。 
※ 本表のほか、デジタル庁一括計上分として、令和８年度 344 億円があり、これを含めた場合

の合計額は、61,093 億円（対前年度＋2.1％）である。また、別途、委託者の負担に基づいて
行う附帯・受託工事費がある。 

 
 

１．防災・減災、国土強靱化の推進 

（１）防災・減災、国土強靱化対策の推進 

① 埼玉県八潮市の道路陥没事故の教訓を踏まえた上下水道管路の更新・リダンダン

シー確保 

重要水道管路更新事業、水道施設リダンダンシー強化事業 ２０億円（皆増）

重要下水道管路更新事業、下水道施設リダンダンシー強化事業 ３００億円（皆増）

・ 緊急輸送道路下などの重要管路の更新や、災害・事故後に迅速に機能確保することが容易

でない重要管路の複線化等を重点支援するため、個別補助事業を創設。 

 

② 渇水に対する備え 

ⅰ）ダムの異常堆砂排除に係る見直し 

・ 大出水によるダムの異常堆砂について、水道容量部分の土砂掘削を新たに対象とする

ことで渇水リスクを軽減。 

ⅱ）既存ダム等の有効活用による渇水リスク低下に向けた検討等 

０．０８億円 ⇒ ０．１４億円（＋ ０．０６億円、 ＋７５．６％）

   （参考）令和７年度補正予算  ０．３８億円  

・ 令和７年夏渇水や気候変動を踏まえた危機的渇水への対応策として、既存ダム等の有効

活用による渇水リスク低下に向けた検討やリアルタイムでの情報提供が可能なダッシュボ

ードを構築。 

◆ 国土交通省関係予算 

◆ 公共事業関係費 
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③ 老朽化対策への重点化 

ⅰ）道路メンテナンス補助 
２，２８２億円 ⇒ ２，３１２億円（＋ ３０億円、 ＋１．３％）

ⅱ）河川維持修繕費等 

・ 今後、更に急速に経年による老朽化が進行する道路・河川管理施設について、既存スト

ックを最大限活用し、将来の更新費用の低減を図るため、「地域インフラ群再生戦略マネジ

メント」の取組による広域・他分野連携等を推進するとともに、これまで支援が届きにく

かった施設も補助対象とするなど、事後保全から予防保全への移行に向けた老朽化対策を

重点的に実施。 

 

（２）防災・減災効果を効率的に高める取組み 

① 災害の危険性の高い地域への住宅支援の見直し 

・ 災害リスクエリアへの住宅立地を抑制するため、災害イエローゾーン（浸水想定高さ３m

以上の区域等）かつ災害危険区域の地域等は、新築・建替支援の対象から除外。 

 

② 広域的な立地適正化の推進 

・ 立地適正化計画の実効性を一層高めていくため、都道府県が関与する広域的な立地適正

化の方針を作成した場合について、都市構造再編集中支援事業等の支援対象に追加。 

 

③ 上下水道事業の広域化、人口規模に応じた分散型システムの早期導入 

４０億円 ⇒ ５７億円（＋ １７億円、 ＋４２．８％）

・ 広域化に伴う運営基盤強化に必要な施設の整備等を補助。また、ＤＸ技術活用による従

質料金制度の運用改善効果や課題等を検討するための調査・実証研究を実施。 

・ 分散型システム（給水車による運搬送水等）の早期導入のために必要な計画策定や施設

の整備等に対して補助。 

 

④ 線状降水帯・台風等の予測精度向上等に向けた取組の強化等 

５５８億円 ⇒ ５７３億円（＋ １４億円、 ＋２．６％）

・ 将来的なダムの事前放流の開始時期の前倒しにもつながるよう、線状降水帯・台風等の

予測精度を飛躍的に向上させる、大気の３次元観測機能など最新技術を導入した次期静止

気象衛星の整備等を実施。 

 

⑤ 土地利用規制等（特定都市河川制度の活用）と組み合わせた治水対策 

４８億円 ⇒ ４９億円（＋ １億円、 ＋２．６％）

※上記のほか、河川改修費１，９１４億円の内数にて予算措置。 

・ 流域治水の取組を加速させるため、これまでのハード・ソフト支援に加え、特定都市河

川制度に基づく貯留機能保全区域の指定等に必要な関係者との合意形成を促進する取組

（※）を支援。 

 ※貯留機能保全区域の理解増進のための啓発活動や塵芥流入を抑制するための初期投資等。 

 

⑥ 地方整備局等の執行体制の強化 

２３，９５１人 ⇒ ２４，０２９人 （＋７８人）

・ 豪雨や地震等の災害発生時におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの被災地への迅速な派遣、新技

術を活用した応急復旧や技術支援、地方公共団体・民間・学識者など関係者と連携した災

害対応を円滑に実施するため、地方整備局等の人員を７年連続で増強し体制強化を加速。 

１，３５４億円 ⇒ １，３５８億円（＋ ４億円、 ＋０．３％）
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２．持続的な成長力強化・生産性向上、地方の生活等の安定に向けた取組 

（１）経済・生活を支える海上輸送の基盤（港湾・造船）強化 

７５３億円 ⇒ ７８５億円（＋ ３２億円、 ＋４.２％）

（参考）令和７年度補正予算  １，２０３億円 

・ 国際基幹航路の維持・拡大や海運へのモーダルシフト等を促進することで、我が国の経

済・生活を支える海上輸送の国際競争力の強化や安定化を図るため、 

ⅰ）船舶の大型化に対応したコンテナターミナルの整備、ＡＩの活用等による港湾業務の

高度化等により国際競争力強化を図るとともに、 

ⅱ）新規就航需要等に対応した内航フェリー・ＲＯＲＯ船ターミナルの整備、ターミナル

における生産性向上のためのシャーシ・コンテナ位置管理等の高度化を促進。 

・ 我が国造船業の再生のため、造船業再生基金を活用した造船能力の抜本的向上に必要な

設備投資・研究開発とともに、造船分野の国際連携に向けた調査等を支援。 

 

（２）インバウンド増加に対応した空港機能の抜本的強化等 

① 我が国への円滑な旅客受入れの推進 

 １７億円 ⇒  ７９億円（＋ ６１億円、 ＋３５１.４％）

【国際観光旅客税財源】 

・ 今後、インバウンド需要が増大していく中においても、地方空港を含め、空港関係者が

一丸となってストレスフリーで快適な旅行環境を実現できるよう、チェックインの自動化

等による搭乗関連手続きの円滑化、空港ビル施設の配置適正化による旅客導線の合理化・

高度化、旅行者受入等のボトルネックとなり得る空港アクセスの改善、グランドハンドリ

ング業務の生産性向上に必要な自動航空機牽引機の導入等を支援。 

 

② 空港の国際競争力の強化 

８８８億円 ⇒ ９１４億円（＋ ２６億円、 ＋２.９％）

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】 

・ 羽田空港において、京急空港線引上線やＪＲ東日本羽田空港アクセス線等の整備を引き

続き実施するほか、中部空港の現滑走路の大規模補修に向けた代替滑走路の整備等を実施。 
 

（３）整備新幹線の着実な整備 

① 整備新幹線 

８０４億円 ⇒ ８０４億円（± ０億円、 ±０.０％）

・ 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）等について、整備を着実に推進。 

 

② 北陸新幹線事業推進調査 

 １５億円 ⇒ １５億円（± ０億円、 ±０.０％）

・ 北陸新幹線の施工上の課題を解決するための調査等を実施。 

 

（４）都市鉄道ネットワークの充実 

① 空港アクセス鉄道の整備・機能強化への支援 

５億円（＋ ５億円、 皆増）

【国際観光旅客税財源】  
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・ インバウンド需要に伴う空港の混雑等を踏まえ、空港アクセス鉄道の輸送力増強や混雑

緩和等に関する計画検討等に係る経費の補助や、利子補給等を通じて鉄道事業者が行う空

港アクセス鉄道の整備・機能強化に係る支援を実施。 

 

② 鉄道駅総合改善事業 

２１億円 ⇒ １９億円（▲ １億円、 ▲６.６％）

・ 行政事業レビューの指摘も踏まえ、大手鉄道会社による三大都市圏の駅改良については

金融的手法等の活用を原則とし、駅バリアフリー改修事業については鉄道駅バリアフリー

料金制度の活用を基本としつつ、地方部に重点化して駅施設の整備に必要な支援を実施。 

 

（５）地域公共交通の維持・確保 

２０９億円 ⇒ ２１２億円（＋ ３億円、 ＋１.６％）

※国際観光旅客税財源を含む。 

（参考）令和７年度補正予算    ３５２億円 

・ 地域公共交通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最適な交通

手段を確保・維持するために必要な支援を実施。 

 

（６）ＤＸの推進、サイバーセキュリティの強化等 

１億円 ⇒ ３億円（＋ ２億円、 ＋１０７.５％）

 （参考）令和７年度補正予算 ２４億円  

・ 働き方改革や、国土交通分野における行政情報のデータ化・活用などのＤＸを推進する

とともに、所管事業者を含めたサイバーセキュリティの確保・強化を実施。 

 

３．担い手確保・処遇改善等への対応 

（１）建設業の生産性向上 

 ３億円 ⇒ ３億円（＋ ０億円、 ＋１．７％）

・ 中長期的な視野に立脚した建設業行政検討に向け、生産性向上策の調査や、「技術と経営

に優れた企業」を適切に評価するための経営事項審査等の企業評価の見直し検討等を実施。 

・ 「労務費に関する基準」について、基準の実効性確保策及び、基準の改定・精微化等に向

けた調査・検討を実施。また、女性技術者・技能者が働きやすいよう配慮された事例の調

査や手引きの作成等を実施。 

 

（２）海運・航空業務に係る人材の確保 

① 空港業務（グランドハンドリング・保安業務等）に係る人材の確保 

１億円 ⇒  １億円（＋ ０．３億円、 ＋５５．９％）

・ 今後のインバウンド増加も見据えた空港業務を担う人材の確保のため、空港単位での合

同就職説明会、航空整備士の確保に向けた広報活動等や、空港業務人材の教育訓練等を支

援。 
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② 我が国海運を担う船員の確保 

   １億円 ⇒ １億円（＋ ０億円、 ＋３.７％）

・ 安定的な海上輸送の実現に必要な船員の確保のため、船員の計画的な確保・育成を行う

事業者への支援や、短期での船員養成に必要な社船実習に協力する事業者への支援、国際

的な規制強化に対応した船員の実技講習の受講環境整備等を実施。 

 

（３）官庁営繕 

１７９億円 ⇒ １８５億円（＋ ６億円、 ＋３．３％）

 （参考）令和７年度補正予算 １１７億円  

・ 防災拠点となる官庁施設（合同庁舎等）の防災機能を強化し、長く安全に利用するため、

危険箇所の解消などの老朽化対策等を実施。 

 

４．外国人関連施策 

（１）国際観光旅客税の引上げとオーバーツーリズム対策等 

５７９億円 ⇒ １，３８３億円（＋ ８０４億円、 ＋１３８．８％） 

うち国際観光旅客税 ４９０億円 ⇒ １，３００億円（＋ ８１０億円、 ＋１６５．３％） 

・ 国際観光旅客税を引き上げ、オーバーツーリズム対策や世界水準の受入環境整備、地域

資源を活用した新たな観光コンテンツの拡充、出入国手続等の高度化、日本人旅行者の安

全安心な海外旅行環境の整備などを実施。 

 

（２）外国人等を含む不動産取引の動向把握等の強化 

２億円の内数 ⇒ ２億円の内数

（参考）令和７年度補正予算  １．４億円

・ 国土利用計画法に基づく大規模な土地取引に係る届出のデータを元に、全国の土地取引

状況を把握するなど、基礎情報の収集・分析を実施。 

 

５．国民の安全・安心の確保 

海上保安能力の抜本的強化 

２，７９１億円 ⇒ ２，９７１億円（＋ １８０億円、 ＋６．４％）

・ 「海上保安能力強化に関する方針」（令和４年 12 月 16 日関係閣僚会議決定）を踏まえ、

尖閣領海警備能力や広域海洋監視能力、大規模災害等の重大事案への対処能力の強化な

ど、海上保安能力の強化を推進。 

① 広域海洋監視能力や大規模災害等の重大事案への対処能力などの強化 

ⅰ）無操縦者航空機５機の増強整備 

ⅱ）中型ジェット機１機の増強整備 等 

②  業務基盤の整備 

ⅰ）宿舎整備 

ⅱ）能力強化に必要な定員など、６７人の純増 等 
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'
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'
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'
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R 元
'

2'
3'

4'
5'

6'
7'

8'

9
.8
兆

円
当

初
ピ
ー
ク

公
共
事
業
関
係
費
の
推
移
（
H
元
年
度
〜
）

社
会

資
本

特
会

の
一

般
会

計
化

地
方

道
路

整
備

臨
時

交
付

金
の

一
般

会
計

計
上

に
よ
る
影

響

（
兆

円
）

臨
時
・
特
別
の
措
置

当
初
予
算

当
初
予
算
（
臨
時
・
特
別
の
措
置
）

補
正
追
加

(
0
.
8
)

1
4
.9
兆

円
補

正
後

ピ
ー
ク
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（単位：百万円）

増▲減額 伸率

859,986 864,761 4,775 0.6%

62,453 62,784 331 0.5%

40,299 40,397 98 0.2%

2,118,885 2,126,475 7,590 0.4%

245,603 246,613 1,010 0.4%

39,614 42,112 2,498 6.3%

22,822 23,052 230 1.0%

80,372 80,372 - 0.0%

156,060 156,242 182 0.1%

102,416 102,811 395 0.4%

138,375 160,187 21,812 15.8%

41,563 41,701 138 0.3%

32,432 32,536 104 0.3%

333,139 336,502 3,363 1.0%

125,565 127,133 1,568 1.2%

73,091 73,829 738 1.0%

487,410 459,693 ▲ 27,717 ▲5.7%

846,955 852,918 5,963 0.7%

76,249 76,249 - 0.0%

59,777 55,777 ▲ 4,000 ▲6.7%

13,886 13,929 43 0.3%

69,128 69,898 770 1.1%

6,026,080 6,045,971 19,891 0.3%

59,672 61,781 2,109 3.5%

6,085,752 6,107,752 22,000 0.4%公 共 事 業 関 係 費 計

農 業 農 村

森 林 整 備

水 産 基 盤

社会資本整備総合交付金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

農山漁村地域整備交付金

地 方 創 生 整 備

防 災 ・ 減 災 推 進 費

そ の 他

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

国 営 公 園 等

治 山

海 岸

道 路

港 湾

空 港

都 市 幹 線 鉄 道

整 備 新 幹 線

住 宅 対 策

市 街 地 整 備

上 下 水 道

廃 棄 物 処 理

治 水

公　共　事　業　関　係　費

令和７年度
当初予算額

令和８年度
政府案

対前年度
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埼
⽟
県
⼋
潮
市
の
道
路
陥
没
事
故
の
教
訓
を
踏
ま
え
た
上
下
⽔
道
管
路
の
⽼
朽
化
対
策
の
推
進

令
和
８
年
度
政
府
案
︓
32
0億

円

下
⽔

処
理
場

複
線
化

河
川

更
新

下
⽔

処
理
場

配
⽔
池

浄
⽔
場

複
線
化

湖

連
絡
管

連
絡
管

上
下
⽔
道
の
重
要
管
路
（
⼤
⼝
径
の

管
路
、緊

急
輸
送
道
路
下
の
管
路
な
ど）

の
更
新

(重
要
⽔
道
管
路
更
新
事
業
、

重
要
下
⽔
道
管
路
更
新
事
業
の
創
設
)

重
要
管
路
の
更
新

【R
7当

初
】

⽼
朽
化
した
上
下
⽔
道
管
路
の

更
新
を
交
付
⾦
で
⽀
援

【R
8(
案
)】

上
下
⽔
道
の
重
要
管
路
の
更
新
の

た
め
の
個
別
補
助
事
業
を
創
設
し、

重
点
的
に
⽀
援

上
下
⽔
道
の
重
要
管
路
の
うち
、災

害
・

事
故
後
に
迅
速
に
機
能
を
確
保
す
る
こと
が

容
易
で
は
な
い
管
路
の
複
線
化
等

(⽔
道
施
設
リダ
ン
ダン
シ
ー
強
化
事
業
、

下
⽔
道
施
設
リダ
ン
ダン
シ
ー
強
化
事
業
の

創
設
)

【R
7当

初
】

河
川
を
横
断
す
る
⽔
道
管
路
の

複
線
化
等
を
交
付
⾦
で
⽀
援

【R
8(
案
)】

上
下
⽔
道
の
重
要
管
路
の
うち
、

災
害
・事
故
後
に
迅
速
に
機
能
を
確

保
す
る
こと
が
容
易
で
は
な
い
管
路
の

複
線
化
等
の
た
め
の
個
別
補
助
事

業
を
創
設
し、
重
点
的
に
⽀
援

重
要
管
路
の
複
線
化

更
新

配
⽔
池

取
⽔
⼝

取
⽔
⼝

ポ
ン
プ
場

上
下
⽔
道
の
重
要
管
路
の
うち
、

災
害
・事
故
後
に
迅
速
に
機
能
を

確
保
す
る
こと
が
容
易
で
は
な
い
管
路

【凡
例
】

ポ
ン
プ
場

浄
⽔
場

A上
⽔
系
統

B上
⽔
系
統

D
下
⽔
系
統

C下
⽔
系
統

⼤
⼝
径
の
管
路
や
緊
急
輸
送
道
路
に
埋
設
され
た
管
路
な
ど、
事
故
発
⽣
時
に
多
数
の
地
域
住
⺠
に
重
⼤
な
影
響
を
及
ぼ
す
管
路

（
重
要
管
路
）
の
更
新
や
、重

要
管
路
の
うち
、災

害
・事
故
後
に
迅
速
に
機
能
を
確
保
す
る
こと
が
容
易
で
は
な
い
管
路
の
複
線
化

等
を
推
進
す
る
た
め
、個

別
補
助
事
業
を
創
設
し、
重
点
的
に
⽀
援
す
る
。
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災
害
復
旧

渇
水
に
対
す
る
備
え
（
ダ
ム
の
異
常
堆
砂
排
除
に
水
道
容
量
を
拡
充
）

○
近
年
の
極
端
な
降
雨
状
況
に
よ
り
、
渇
水
の
リ
ス
ク
は
年
々
増
加
し
て
い
る
。

○
令
和

7年
は
、
梅
雨
期
の
少
雨
に
よ
り
、
全
国
各
地
で
渇
水
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
、
国
土
交
通
本
省
で
も
平
成

29
年
以
来
、

8年
ぶ
り

に
国
土
交
通
省
渇
水
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
る
な
ど
日
本
各
地
で
渇
水
に
対
す
る
備
え
を
充
実
さ
せ
る
必
要
。

○
極

端
な
降

雨
（長

期
的

な
傾

向
）

出
典

：
文
部

科
学

省
及

び
気

象
庁

「
日
本

の
気

候
変

動
2

0
2

5
」
詳
細

編

最
近

1
0
年
間
の
平
均
年
間
発
生
回
数
（
約

3
3
4
回
）
は
、
統
計

期
間
の
最
初
の

1
0
年
間
の
平
均
年
間
発
生

回
数
（
約

2
2
6
回

）
と
比
べ
て
約

1
.5
倍
に
増
加

1
9
0
1
 年

か
ら

 2
0
2
4
 年

の
期
間
に
観
測
さ
れ
た
降
水

量
の

デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
無
降
水
日
数
は
増
加
し
て
い
る
。

増
加
率
は

 1
0
0
 年

当
た
り

 9
.2

 日

○
全

国
の
時
間
雨
量

50
m

m
以
上
の
短
時
間
強
雨
の
発
生
頻
度
は
約

1
.5
倍
に
増

加
し
て
い
る
一
方
、
日
降
水

量
1
.0

m
m
以
上
の
年
間
日
数
は

1
00
年
間
で
約

9
.2
日
減
少
（無

降
水
日
の

増
加

)し
て
お
り
、
雨
の
降
り
方
が

極
端

に
な
っ
て
い
る
傾

向

時
間

雨
量

50
m

m
以

上
の
短

時
間
強

雨
の
発

生
頻
度

日
降

水
量

1.
0m

m
以
上

の
年
間

日
数

○
極

端
な
降

雨
(Ｒ

７
年
）

＜
負
担
法
の
対
象
施
設
（
水
道
施
設
）
＞

水
道

法
に
規

定
す
る
水

道
施

設
又

は
一
般

の
需
要

に
応

じ
て
水

を
供

給
す
る
給

水
人

口
が

五
十

人
以

上
百

人
以

下
で
あ
る
水

道
の
た
め
の

取
水
施

設
、
貯

水
施

設
、
導

水
施

設
、
浄

水
施

設
、
送
水

施
設

も
し
く
は

配
水
施

設
。

ダ
ム

貯
水

施
設
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○
令
和
７
年
夏
の
少
雨
傾
向
に
よ
り
、
東
北
地
方
を
中
心
に
全

国
的

な
渇

水
が
発

生
。
特
に
出
穂
期
と
重
な
っ
た
こ
と
を
受
け
、
農
水
省
と
連
携
し
た
取
組
を
行
う
な
ど
、
省
庁
連

携
の
強
化
を
行
っ
た
一
方
、
渇
水
に
よ
る
影
響
が
生
じ
て
い
る
地
域
の
把
握
に
時
間
を
要
す
る
な
ど
渇

水
対

応
の
課

題
が
顕

在
化

。

○
今

後
、
気

候
変

動
に
よ
る
渇

水
リ
ス
ク
の
増

大
が
懸

念
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
次
年
度
の
渇
水
期
に
備
え
、
今

般
の
渇

水
を
踏

ま
え
た
早

急
な
対

応
が
必

要
。

■
令

和
７
年

度
補

正
予

算
に
よ
る
対

応

３
．
渇

水
リ
ス
ク
深

刻
度
の
見
え
る
化

○
渇

水
の
深

刻
度

を
、
社

会
経

済
活

動
へ
の
影

響
度
等

に
よ
り
、
多

段
階

の
レ
ベ
ル
等
に
区
分
し
て
表
現
し
、
H
P
シ
ス
テ
ム
で
渇
水

状
況
に
応
じ
た
レ
ベ
ル
等
を
表
示
す
る
こ
と
で
、
渇
水
リ
ス
ク
深
刻
度
の
見
え
る
化
を
行
う
。

１
．
渇

水
状

況
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
の
構
築

○
機

動
的

な
情

報
収

集
が
で
き
ず
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
情

報
提

供
が
で
き
て
い
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
デ
ー
タ
分
析
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し

た
ダ
ム
の
貯
水
率
や
給
水
制
限
等
の
渇
水
対
応
状
況
な
ど
の
渇
水
関
連
情
報
の
自
動
更
新
式
の
デ
ー
タ
収
集
方
法
等
の
検
討

を
行
い
、
関
係
省
庁
や
自
治
体
等
と
の
即
時
的

な
情
報
共
有
の
た
め
の
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
を
構
築
す
る
。

２
．
渇

水
リ
ス
ク
状

況
の
見
え
る
化

○
構

築
し
た
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
一

般
向

け
の
公
表
情
報
を
提
供
す
る
Ｈ
Ｐ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
渇
水

情
報
や
影
響
範
囲
等
の
渇
水
リ
ス
ク
の
見
え
る
化
を
行
う
。

１
．
既

存
ダ
ム
等

の
有

効
活
用

に
よ
る
渇

水
リ
ス
ク
低

下
検

討

○
気
候
変
動
に
よ
り
渇
水
リ
ス
ク
が
増
大
し
て
い
る
現
状
を
踏

ま
え
、
危
機
的
な
渇
水
時
に
お
い
て
渇
水
リ
ス
ク
の
低
減
を

図
る
た
め
、
R
7
夏
渇
水
や
過
去
の
渇
水
実
績
等
を
も
と
に
、

既
存

施
設

を
最

大
限

か
つ
柔

軟
に
有

効
活

用
す
る
方

策
に

向
け
た
検
討
を
行
う
。

■
令

和
８
年

度
当

初
予

算
に
よ
る
対

応

渇
水
関
連
情
報

W
e
b
公

表
地

整
の

報
告

デ
ー
タ
蓄
積
・処

理
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
構

築
出
力

1
.渇

水
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
の
構
築

２
.渇

水
リ
ス
ク
状
況
の
見
え
る
化

内
部
資
料

渇
水
総
合
情
報
ポ
ー
タ
ル

D
a
ta

情
報
を
自
動
で
更
新
し
、
さ
ら
に
詳
細
な
情
報
に
ア
ク
セ
ス

給
水

制
限

し
て
い

る
地
域
へ
ア
ク
セ
ス

３
.渇

水
リ
ス
ク
深
刻
度
の
見
え
る
化

渇
水
深
刻
度
を
レ
ベ
ル
等

の
も
の

さ
し
で

表
現

深
刻

度
（
生

活
や
社

会
経

済
活

動
へ

の
影

響
度

ダ
ム
の
貯
水
率
の
平
年
比
な
ど

）

レ ベ ル １

水
利

用
の

対
応

ダ
ム
名
（貯

水
率
）

河
川

上
水

工
水

農
水

協
議

会

給
水
制
限
2
0
%

給
水
制
限
5
%

-
7
月
1
8
日

B
ダ
ム
（5

2
％
）

A
川

C
ダ
ム
（６

０
％
）

協
議

会
情

報
へ

ア
ク
セ
ス

協
議

会
資

料

ダ
ム
貯

水
率

貯
水
率
な
ど

W
e
b
か
ら
情
報
を
集
め
て
自
動
更
新

詳
細
情
報
へ
ア
ク
セ
ス

イ
メ
ー
ジ

給
水

制
限

地
域

へ
ア
ク
セ
ス

レ ベ ル ２

レ ベ ル ３

レ ベ ル ４

レ ベ ル ５

既
存
ダ
ム
等
の
有
効
活
⽤
に
よ
る
渇
⽔
リス
ク
低
下
に
向
け
た
検
討
等

令
和
８
年
度
政
府
案
：
0
.
1
4
億
円

― 12 ―

―  ―0123456789



11
.0
%

62
.6
%

26
.4
%

R
6点

検

国
管

理
河

川

8
,3
9
6施

設

2,
21

8施
設

17
.1
%

64
.6
%

18
.3
%H
29
点

検

国
管

理
河

川

8
,1
4
9
施
設

1
,
48
8施

設

○
多

く
の
河
川
管
理
施
設
は
高
度
経
済
成
長
期
に
集
中
的
に
建
設
さ
れ
て
お
り
、
今
後
、
急
速
に
経
年
に
よ
る
老
朽
化
が
進
行
。

○
施
設
の
更
新
に
合
わ
せ
長
寿
命
化
・
省
力
化
を
図
る
ほ
か
、
こ
れ
ま
で
支
援
が
届
き
に
く
か
っ
た
施
設
も
支
援
対
象
と
す
る
な
ど
、
老
朽
化
対
策

に
重
点
的
に
取
り
組
む
。

■
老

朽
化

対
策

の
事

例

予
防

保
全

段
階

（
C
判

定
）
※
が

増
加

傾
向

：
異

常
な
し

：
要

監
視

段
階

Ａ Ｂ

：
予

防
保

全
段

階

：
措

置
段

階

Ｃ Ｄ

C
判
定

C
判
定

H
29

点
検

R
6点

検

高 （ 健 全 度 ） 低

※
河
川
管
理
施
設
の
機
能
に
支
障
が
生
じ
て
い
な
い
が

、
変
状
に
進
行
性
が
あ
り
予
防
保
全
の
観
点
か
ら
、

対
策
を
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
状
態⽼
朽
化
対
策
へ
の
重
点
化
（
河
川
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業
費
補
助
等
）

樋
門
の
改
良
事
例

老
朽

化
に
よ
り
機

能
低

下
し
た
樋

門
ゲ
ー
ト
の

更
新

と
合

わ
せ

、
ゲ
ー
ト
材

質
や

開
閉

機
構

を
変
更

し
無

動
力

化

排
水
機
場
施
設
の
改
良
事
例

排
水

機
場

主
ポ
ン
プ
の

分
解

整
備

に
合

わ
せ

、
損

傷
し
た
羽

根
車

の
材

質
を
ス
テ
ン
レ
ス
に
変
更

【
左

】
ゲ
ー
ト
の

素
材

を
鉄

か
ら
ス
テ
ン
レ
ス
に
変

更
（
耐

久
性

向
上

、
塗

装
不

要
）

【
右
】

樋
門
操
作
の
無
動
力
化
（
フ
ラ
ッ
プ
ゲ
ー
ト
化
）

■
支

援
対

象
の

拡
充


都
道
府
県
が
管
理
す
る
、
比
較
的
規
模
の
小
さ
な
二
級
水
系
の
小
規
模
河
川
構
造
物
群

を
支
援
対
象
と
す
る
こ
と
で
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業
を
加
速
化
す
る
。

■
完
成
後
5
0
年
以
上
経
過
す
る
施
設
数
の
推
移

■
河

川
管

理
施

設
の

点
検

結
果

（
例
：
樋
門
・
樋
管
）

（
例
）
扉
体
の
塗
装

令
和
８
年
度
政
府
案
：
1
,
3
5
8億

円
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災
害
の
危
険
性
の
⾼
い
地
域
へ
の
住
宅
⽀
援
の
⾒
直
し

○
規
制
・誘
導
⼿
法
の
活
⽤
な
どソ
フト
対
策
との
⼀
体
的
取
組
とし
て
、災

害
の
危
険
性
の
⾼
い
地
域
を
住
宅
⽀
援
（
新
築
及
び

建
替
）
の
対
象
か
ら除

外
。

⼦
育
て
グ
リー
ン
住
宅
⽀
援
事
業
（
R7
）

み
らい
エ
コ住

宅
20
26
事
業
（
R8
)

【市
街
化
調
整
区
域
】

浸
⽔
想
定
区
域
（
浸
⽔
深
３
ｍ
以
上
）

は
補
助
対
象
外
（
建
替
は
補
助
対
象
）

【市
街
化
調
整
区
域
】

浸
⽔
想
定
区
域
（
浸
⽔
深
３
ｍ
以
上
）

は
建
替
も
含
め
て
補
助
対
象
外

【市
街
化
調
整
区
域
以
外
】

浸
⽔
想
定
区
域
（
浸
⽔
深
３
ｍ
以
上
）

か
つ
災
害
危
険
区
域
は
建
替
も
含
め
て
補
助
対
象
外

【市
街
化
調
整
区
域
】

⼟
砂
災
害
警
戒
区
域

は
補
助
対
象
外
（
建
替
は
補
助
対
象
）

【市
街
化
調
整
区
域
】

⼟
砂
災
害
警
戒
区
域

は
建
替
も
含
め
て
補
助
対
象
外

【市
街
化
調
整
区
域
以
外
】

⼟
砂
災
害
警
戒
区
域

か
つ
災
害
危
険
区
域
は
建
替
も
含
め
て
補
助
対
象
外

【市
街
化
調
整
区
域
以
外
】

ー
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広
域
的
な
視
点
に
即
した
ま
ち
づ
くり

○
⽴
地
適
正
化
計
画
の
実
効
性
を
⼀
層
⾼
め
て
い
くた
め
、都

道
府
県
が
関
与
す
る
広
域
的
な
⽴
地
適
正
化
の
⽅
針
を
作
成
した

場
合
に
つ
い
て
、都

市
構
造
再
編
集
中
⽀
援
事
業
等
の
⽀
援
対
象
に
追
加
。

A市

B市

C市

⾼
度
医
療
病
院

博
物
館

⼤
型
イベ
ン
トホ
ー
ル

広
域
公
園

都
道
府
県
の
関
与
に
よ
る

市
町
村
間
連
携
の
誘
発

市
町
村
域
を
越
え
た

公
共
交
通
の
強
化

広
域
都
市
機
能
の

分
担
配
置
に
よ
る
広
域
連
携

都
道
府
県
が
作
成
す
る
広
域
的
な
⽴
地
適
正
化
の
⽅
針
の
イ
メ
ー
ジ

広
域
圏
に
お
け
る
都
市
機
能
の
配
置
⽅
針

都
市
機
能
の
配
置
⽅
針
に
合
わ
せ
た
、

都
市
機
能
へ
の
ア
クセ
ス
性
の
確
保
⽅
針

各
⽴
地
適
正
化
計
画
に
展
開

作
成
主
体
︓
都
道
府
県

⼜
は
複
数
市
町
村
（
都
道
府
県
の
関
与
）

広
域
的
な
⽴
地
適
正
化
の
⽅
針

○
都
市
圏
に
お
け
る
居
住
誘
導
区
域
、都

市
機
能
誘
導
区
域
の
概
ね
の
配
置

○
各
都
市
機
能
誘
導
区
域
に
誘
導
す
る
都
市
機
能
増
進
施
設
に
関
す
る
⽅
針

○
広
域
連
携
型
の
コン
パ
クト
シ
テ
ィの
形
成
に
向
け
た
市
町
村
間
⼜
は
鉄
道
沿
線
ま
ち
づ
くり
協
議
会
の
構
成
員
間
の
連
携
及
び
役
割
分
担
に
関
す
る
⽅
針

A市

B市

C市

都
道
府
県
の
都
市
計
画
区
域
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
に
基
づ
い
た
市
街
地
再
開
発
事
業

「広
域
的
な
⽴
地
適
正
化
の
⽅
針
」

に
即
した
ま
ち
づ
くり


都
市
構
造
再
編
集
中
⽀
援
事
業
（
地
域
産
業
⽀
援
施
設
へ
の
⽀
援
）


広
域
的
な
⽴
地
適
正
化
の
⽅
針
に
お
い
て
「業
務
施
設
等
を
誘
導
す
べ
き
エ
リ

ア
」と
して
位
置
付
け
られ
て
い
る
区
域
の
施
設
に
対
して
補
助
。


市
街
地
再
開
発
事
業
（
補
助
対
象
⾒
直
し）


「都
市
計
画
区
域
マ
ス
ター
プ
ラン
に
都
市
の
拠
点
とし
て
位
置
付
け
られ
た
エ

リア
」に
対
して
補
助
。
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上
下
⽔
道
事
業
の
広
域
化
、⼈
⼝
規
模
に
応
じた
分
散
型
シ
ス
テ
ム
の
早
期
導
⼊

令
和
８
年
度
政
府
案
︓
57
億
円

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者
●
●
⽔
道
企
業
団
（
経
営
の
⼀
体
化
の
場
合
）

⼀
部
事
務
組
合
の
設
置
等

経
営
主
体
が
単
⼀
と
な
り
施
設
、
財
源
、
⼈
員
等
の

経
営
資
源
を
⼀
元
的
に
管
理

○
広
域
化
に
伴
う運

営
基
盤
強
化
に
必
要
な
施
設
の
整
備
等
を
補
助
。ま
た
、D
X技

術
活
⽤
に
よ
る
従
質
料
⾦
制
度
の
運
⽤
改
善
効
果

や
課
題
等
を
検
討
す
る
た
め
の
調
査
・実
証
研
究
を
実
施
。

○
持
続
可
能
な
上
下
⽔
道
の
実
現
に
向
け
た
基
盤
強
化
を
達
成
す
る
た
め
、分

散
型
シ
ス
テ
ム
（
給
⽔
⾞
に
よ
る
運
搬
送
⽔
等
）
の
早
期

導
⼊
の
た
め
に
必
要
な
計
画
策
定
や
施
設
の
整
備
等
に
対
して
補
助
。

経
営
広
域
化
の
推
進

分
散
型
シ
ス
テ
ム
の
早
期
導
⼊


経
営
広
域
化
の
⽀
援
制
度
の
創
設
・拡
充
に
よ
り、
2以

上
の

事
業
で
対
象
⼈
⼝
10
万
⼈
以
上
の
広
域
化
を
促
進
す
る
。


⽔
道
事
業
の
⼀
部
地
域
を
分
散
化
す
る
際
に
必
要
な
施
設

の
整
備
等
を
補
助
対
象
に
追
加
し、
⼈
⼝
減
少
や
今
後
の
災

害
も
⾒
据
え
、地

域
の
実
情
に
応
じた
集
約
型
施
設
と分

散
型
施
設
の
ベ
ス
トミ
ック
ス
を
図
る
。

従
質
料
⾦
制
度
導
⼊
の
た
め
の
調
査


D
X技

術
活
⽤
に
よ
る
従
質
料
⾦
制
度
の
運
⽤
改
善
効
果
や
課
題
等
を
検
討
す
る
た
め
の
調
査
・実
証
研
究
を
実
施
す
る
。
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線
状
降
⽔
帯
・
台
⾵
等
の
予
測
精
度
向
上
等
に
向
け
た
取
組
の
強
化

⼤
気
の
３
次
元
観
測
機
能
な
ど
最
新
技
術
を
導
⼊
し
た
次
期
静
⽌
気
象
衛
星
の
整
備
を
は
じ
め
、
観
測
の
強
化
等
に
よ
り
、
線
状
降
⽔
帯
・
台
⾵

等
の
予
測
精
度
向
上
等
を
図
り
、
防
災
気
象
情
報
を
段
階
的
に
改
善
す
る
こ
と
で
、
地
域
の
防
災
対
応
に
つ
な
げ
る
。

気
象
庁
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム

観
測
の
強
化
等

暖
か
く
湿
っ
た
⾵

（
⽔
蒸
気
を
含
む
⾵
）

線
状
降
⽔
帯

①
次
期
静
⽌
気
象
衛
星
の
整
備

②
海
洋
気
象
観
測
の
強
化 ③
地
上
気
象
観
測
装
置
の
更
新

④
気
象
レ
ー
ダ
ー
の
整
備

⑤
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備

防
災
気
象
情
報
の
段
階
的
改
善

イ
メ
ー
ジ

イ
メ
ー
ジ

令
和
８
(2
02
6)
年

2〜
3時

間
前
を
⽬
標
に

予
測
情
報
を
発
表

令
和
11
(2
02
9)
年

市
町
村
単
位
で
把
握
可
能
な

危
険
度
分
布
形
式
の
情
報
を
提
供

確
度
の
⾼
い
直
前
の
予
測

現
状

20
30
年

現
状
︓
府
県
単
位
で
予
測

３
⽇
先
の
台
⾵
進
路
予
報
誤
差
を
約
20
0k
m
か
ら約

10
0k
m
に
改
善

５
⽇
先
ま
で
の
台
⾵
進
路
予
報
精
度
に
つ
い
て
も
改
善
して
い
く

現
状
︓
発
⽣
の
お
知
ら
せ
を
最
⼤
30
分
前
に
発
表

線
状
降
⽔
帯
予
測
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

⽔
蒸
気
量
等
の
観
測
デ
ー
タ

ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
活
⽤
し
た
予
測
技
術
の
開
発
等
に
よ
り
、
予
測
精
度
の
向
上
を
図
る
。観 測 ・ 予 測 技 術 の 強 化 の 取 組 結 果 を 順 次 反 映

台
⾵

線
状
降
⽔
帯

３
次
元
観
測
イ
メ
ー
ジ

（
⼤
気
の
⽴
体
的
構
造
）

半
⽇
前
か
ら
の
呼
び
か
け

令
和

８
年

度
政

府
案

：
5
7
3
億

円
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【概
要
】


流

域
水

害
対

策
計

画
策

定
後

５
年

以
内

に
関

係
者

と
の

協
議

が
完

了
す

る
と

見
込

ま
れ

る
も

の
に

対
し

、
以

下
の

取
組

等
を

支
援

対
象

に
追

加
。

・
貯

留
機

能
保

全
区

域
の

理
解

増
進

の
た

め
の

啓
発

活
動

・
塵

芥
流

入
を

抑
制

す
る

た
め

の
初

期
投

資

・
貯

留
を

前
提

と
し

た
区

域
内

施
設

の
耐

水
性

向
上

対
策

等

新
た

に
支

援
対

象
と

す
る

取
組

○
「
流

域
治

水
」
の

本
格

的
な

実
践

に
向

け
て

、
令

和
３

年
に

改
正

さ
れ

た
流

域
治

水
関

連
法

※
の

中
核

を
な

す
特

定
都

市
河

川
浸

水
被

害
対

策
法

に
基

づ
き

、
特

定
都

市
河

川
の

河
川

指
定

を
全

国
に

拡
大

。
※
特

定
都

市
河
川

浸
水

被
害
対

策
法

等
の
一

部
を

改
正
す

る
法

律
（
令

和
３

年
法
律

第
3
1
号

）

○
特

定
都

市
河

川
に

お
い

て
は

、
河

川
管

理
者

、
都

道
府

県
知

事
等

が
構

成
員

と
な

る
流

域
水

害
対

策
協

議
会

で
流

域
水

害
対

策
計

画
を

共
同

で
策

定
し

、
河

川
整

備
、

下
水

道
整

備
及

び
土

地
利

用
を

含
む

流
出

抑
制

対
策

や
規

制
等

を
連

携
し

て
実

施
。

○
引

き
続

き
、

特
定

都
市

河
川

の
指

定
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
流

域
水

害
対

策
計

画
の

内
容

の
充

実
や

実
施

の
強

化
に

取
組

む
こ

と
で

実
効

性
を

よ
り

高
め

る
。


特

定
都

市
河

川
の

指
定

河
川

数
は

、
Ｒ

２
年

の
法

改
正

以
降

に
約

７
倍

へ
増

加
。

（
Ｒ

２
：
6
4
河

川
→

Ｒ
７

：
4
1
9
河

川
）


一

方
で

、
貯

留
機

能
保

全
区

域
の

指
定

は
、

３
区

域
に

留
ま

っ
て

い
る

。


地

域
住

民
の

同
意

に
向

け
た

理
解

・
協

力
の

ほ
か

、
区

域
指

定
に

向
け

て
一

定
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
が

必
要

と
の

声
が

多
い

。

特
定
都
市
河
川
制
度
を
活
⽤
した
流
域
治
⽔
の
推
進
（
貯
留
機
能
保
全
区
域
の
指
定
推
進
）

輪
中

堤
の

整
備

（
河
川
管
理
者
）

二
線

堤
の

整
備

（
都
道
府
県
、
市
町
村
、
民
間
事
業
者

等
）

排
水

機
場

の
機

能
増

強
（
河
川
管
理
者
、
都
道
府
県
、
市
町
村
、
民
間
事
業
者

等
）

遊
水

地
の

整
備

（
河
川
管
理
者
）

堤
防

整
備

（
河
川
管
理
者
）

河
道

掘
削

（
河
川
管
理
者
）

雨
水

貯
留

浸
透

施
設

の
整
備

（
都
道
府
県
、
市
町
村
、
民
間
事
業
者

等
）

（
）
内
は
実
施
主
体

貯
留

後
の

早
期

排
水

の
た
め

の
施

設
の
整

備
（
都
道
府
県
、
市
町
村
）
<
R
5～

>

家
屋
移
転
・

宅
地
嵩
上
げ
等

（
河
川
管
理
者
）

<
R
6
～
>

背
景

・
課

題
特

定
都

市
河

川
浸

水
被

害
対

策
推

進
事

業
の

概
要

等

【こ
れ
ま
で
の
負
担
軽
減
措
置
】

※
貯

留
機

能
保

全
区

域
は

、
土

地
の

所
有

者
の

同
意

を
得

た
う

え
で

都
道

府
県

知
事

等
が

区
域

指
定

。
貯

留
機

能
を

阻
害

す
る

盛
土

等
の

開
発

を
制

限
。

（
届

出
が

必
要

）

≪
税

制
≫

固
定

資
産

税
等

の
減

免
に

関
す

る
特

例
措

置

≪
予

算
≫

地
方

公
共

団
体

が
実

施
す

る
区

域
内

の
排

水
施

設
整

備
等令
和
８
年
度
政
府
案
：
4
9
億
円

ほ
か

、
1
,
9
1
4
億
円

の
内

数
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19
,0

90
 

19
,2

09
 

19
,2

96
 

19
,3

92
 

19
,4

76
 

19
,5

46
 

4,
42

8 
4,

44
4 

4,
45

7 
4,

46
6 

4,
47

5 
4,

48
3 

23
,5

18
 

23
,6

53
 

23
,7

53
 

23
,8

58
 

23
,9

51
 

24
,0

29
 

13
,0

00

15
,0

00

17
,0

00

19
,0

00

21
,0

00

23
,0

00

25
,0

00

3年
度

4年
度

5年
度

6年
度

7年
度

8年
度

(案
）

地
⽅

整
備

局
北

海
道

開
発

局

定
員

数
（

⼈
）

＋
78

⼈
○

頻
発

・
激

甚
化

す
る

⾃
然

災
害

か
ら

の
復

旧
・

復
興

や
Ｔ

Ｅ
Ｃ

－
Ｆ

Ｏ
Ｒ

Ｃ
Ｅ

の
被

災
地

へ
の

派
遣

に
加

え
、

新
技

術
の

活
⽤

や
地

域
の

関
係

者
と

の
円

滑
な

連
携

に
よ

り
、

地
域

の
防

災
・

減
災

、
国

⼟
強

靱
化

の
取

組
の

推
進

等
を

図
る

観
点

か
ら

、
地

⽅
整

備
局

及
び

北
海

道
開

発
局

の
執

⾏
体

制
を

強
化

。

地
⽅

整
備

局
及

び
北

海
道

開
発

局
合

わ
せ

て
７

８
⼈

の
純

増
。

地
⽅

整
備

局
＋

７
０

⼈
北

海
道

開
発

局
＋

８
⼈

※
１

定
年

引
上

げ
に

伴
う新

規
採

⽤
へ

の
影

響
を

緩
和

す
る

た
め

の
特

例
的

な
定

員
（

１
年

間
の

時
限

）
を

除
く（

R6
:2

61
⼈

、R
8︓

10
8⼈

）
※

２
能

登
半

島
地

震
か

らの
復

旧
・復

興
の

加
速

化
に

向
け

た
体

制
強

化
の

た
め

の
緊

急
増

員
２

３
⼈

を
含

む

※
1

※
2

○
頻

発
す

る
⼤

規
模

⾃
然

災
害

へ
の

備
え

と
し

て
迅

速
な

応
急

復
旧

に
向

け
た

⾃
治

体
へ

の
⽀

援
が

⾏
え

る
よ

う
、

平
成

20
年

4⽉
に

Ｔ
Ｅ

Ｃ
－

Ｆ
Ｏ

Ｒ
Ｃ

Ｅ
（

緊
急

災
害

対
策

派
遣

隊
）

を
創

設
。

○
こ

れ
ま

で
に

17
0以

上
の

災
害

に
対

し
て

延
べ

約
17

万
3

千
⼈

・
⽇

の
隊

員
を

派
遣

し
、

被
災

⾃
治

体
の

⽀
援

を
実

施
。

令
和

７
年

４
⽉

時
点

で
隊

員
数

は
約

１
万

８
千

⼈
。

※
T

E
C

-F
O

R
C

E
（
Te

ch
ni

ca
l E

m
er

ge
nc

y 
C

on
tr

ol
 F

O
R

C
E）

：
緊

急
災

害
対

策
派

遣
隊

主
な

活
動

内
容

建
設

業
者

と
連

携
し

た
緊

急
復

旧
⼯

事
（

令
和

6年
能

登
半

島
地

震
）

Ｔ
Ｅ

Ｃ
－

Ｆ
Ｏ

Ｒ
Ｃ

Ｅ
の

活
動

実
績

約
2.
7倍

１
７
０
災

害

に
派

遣
(※

)

※
 派

遣
回

数
に

つ
い

て
は

、リ
エ

ゾ
ン

・J
ET

Tの
み

の
派

遣
は

除
く。

※
 能

登
半

島
地

震
は

派
遣

終
了

の
R6

.5
.3

1ま
で

集
計

。

地
⽅
整
備
局
等
の
執
⾏
体
制
の
強
化

Ｔ
Ｅ
Ｃ
－
Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ
とは

地
域
に
お
け
る
災
害
対
応
能
⼒
の
⾼
度
化
に
向
け
た
地
⽅
整
備
局
等
の
執
⾏
体
制
強
化

ド
ロ

ー
ン

を
活

⽤
し

た
被

災
状

況
調

査

平
均

派
遣

隊
員

数
約

1
5
,5
0
0
人

・
日

平
均

派
遣

隊
員

数
約

5
,7
0
0
人

・
日
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○
能
登
半
島
地
震
の
経
験
を
踏
ま
え
、地

方
公
共
団
体
と連

携
し
た
物
流
事
業
者
の
災
害
対
応
能
力
の
強
化
を
促
す
た
め
、地

方
公
共
団
体
と災

害
協
定
を
締
結
した
物
流
施
設
へ
の
非
常
用
電
源
設
備
の
導
入
等
を
支
援
。

事
業

目
的地
方
公
共
団
体
と連

携
し
た
物
流
事
業
者
の
災
害
対
応
能
力
強
化
事
業

【補
助
対
象
設
備
】

非
常
用
電
源
設
備
（
発
電
設
備
又
は
蓄
電
池
）

【補
助
対
象
事
業
者
】

倉
庫
事
業
者
、貨

物
利
用
運
送
事
業
者
、ト
ラッ
クタ
ー
ミナ
ル
事
業
者
、

物
流
不
動
産
開
発
事
業
者

等
【補
助
率
・上
限
額
】

国
費

1/
2補

助
（
最
大

1,
50

0万
円
補
助
）

※
地
方
公
共
団
体
：

1/
4負

担
、事

業
者
：

1/
4負

担

補
助
対
象
・
補
助
率
等

28
0k

W
40

kW

＜
非
常
用
電
源
設
備
＞

※
地
方
公
共
団
体
（
都
道
府
県
、市

区
町
村
）
と物

流
事
業
者
等
が
参
画
した
協
議
会
が
行
う連

携
訓
練
（
机
上
・実
働
）
の
実
施
費
用
に
つ
い
て

も
、国

費
1/

2補
助
（
最
大

50
0万

円
を
補
助
）

事
業
の
変
更
内
容

【こ
れ
ま
で
の
事
業
内
容
】

【今
回
の
措
置
内
容
】

・ 
非
常
用
電
源
設
備
の
導
入
に
当
た
って
、国

だ
け
で
補
助
を
行
う

仕
組
み
で
あ
り、
災
害
時
に
復
旧
・復
興
に
従
事
す
る
地
方
公
共

団
体
が
参
画
し
て
い
な
か
った
。

・ 
非
常
用
電
源
設
備
の
導
入
に
当
た
って
、 地
方
公
共
団
体
が
導
入

費
用
の
一
部
を
負
担
す
る
仕
組
み
（
都
道
府
県
又
は
市
区
町
村

が
1/

4を
負
担
）
に
変
更
。

地
域
防
災
計
画
に
お
け
る
物
流
事
業
者
の
位
置
付
け
な
ど、
災
害
時
を
想
定
し
た
地
方
公
共
団
体
と物

流
事
業
者
の
連
携
を
促
進
。

令
和
８
年

度
政
府

案
：
０

．
２
億

円
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○
船
舶
の
大
型
化
に
対
応
し
た
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整
備
、
Ａ
Ｉの

活
用
等
に
よ
る
港
湾
業
務
の
高
度
化
等
に
よ
り
国
際
競
争
力
強
化
を

図
る
と
と
も
に
、
新
規
就
航
需
要
等
に
対
応
し
た
内
航
フ
ェ
リ
ー
・Ｒ

Ｏ
Ｒ
Ｏ
船
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整
備
、
タ
ー
ミ
ナ
ル
に
お
け
る
生
産
性
向
上
の

た
め
の
シ
ャ
ー
シ
・コ

ン
テ
ナ
位
置
管
理
等
の
高
度
化
を
促
進
。

○
造
船
業
再
生
基
金
を
活
用
し
た
造
船
能
力
の
抜
本
的
向
上
に
必
要
な
設
備
投
資
・研

究
開
発
と
と
も
に
、
造
船
分
野
の
国
際
連
携
に
向
け

た
調
査
等
を
支
援
。

大
水
深
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の
整
備
の
推
進

[南
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
M

C
3
,M

C
4
）

(水
深

1
8
m

) 
等

[新
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
S
H
1
,S

H
2
）

(水
深

1
8
m

)、

臨
港

道
路

等[本
牧

ふ
頭

地
区

]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
D
5
,B

C
間

）
(水

深
1
6
m

)、

（
C
D
）

(水
深

7
.5

m
)、

臨
港

道
路

等

[南
本

牧
～

山
下

ふ
頭

地
区

]

臨
港

道
路

整
備

事
業

臨
港

道
路

【
M

C
1
～

M
C
4
の

一
体

運
営

に
よ

る
利

便
性

・
生

産
性

の
向

上
】

・
バ

ー
ス

や
荷

役
機

械
の

相
互

融
通

・
タ

ー
ミ

ナ
ル

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
シ

ス
テ

ム
の

共
通

化

横
浜

港

（
出
典
）
国
⼟
交
通
省
資
料
を
基
に
作
成

港
湾
業
務
の
高
度
化
等

Ｐ
Ｓ
カー
ドに
よ
る
ゲ
ー
ト処

理
の

効
率
化
・⾮
接
触
化

コン
テ
ナ
輸
送
の
効
率
化

AI
等
の
活
⽤
に
よ
る

ター
ミナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョン
の
⾼
度
化

遠
隔
操
作
RT
Gの
導
⼊

遠
隔
操
作
ガ
ン
トリ
ー

クレ
ー
ン
の
導
⼊

令
和
８
年
度
政
府
案
：
７
８
５
億
円

経
済
・⽣
活
を
⽀
え
る
海
上
輸
送
の
基
盤
（
港
湾
・造
船
）
強
化

造
船
業
再
生
基
金
（令

和
７
年
度
補
正
措
置
）


10
年
の
基
⾦
を
創
設
し
、

造
船
能
⼒
の
抜
本
的
向

上
に
必
要
な
⽣
産
施

設
・
設
備
整
備
及
び
研

究
開
発
・
実
証
に
対
す

る
補
助
事
業
を
実
施

全
天
候
型
ド
ッ
ク

最
新
式
切
断
機

博
多
港

東
京
港

岸
壁
等
の
港
湾
施
設
の
整
備

小
口
貨
物
積
替
施
設
の
整
備

シ
ャ
ー
シ
・
コ
ン
テ
ナ
位
置
管
理

乗
下
船
口
の

シ
ャ
ー
シ
・
コ
ン
テ
ナ

入
退
場
管
理

タ
ー
ミ
ナ
ル
入
退
場
口
の
シ
ャ
ー
シ
・
コ
ン
テ
ナ

入
退
場
管
理
・
車
両
損
傷
確
認

シ
ャ
ー
シ
・
コ
ン
テ
ナ
置
き
場
の
整
備

リ
ー
フ
ァ
ー
プ
ラ
グ
の
整
備

新
規
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我
が
国
へ
の
円
滑
な
旅
客
受
⼊
れ
の
推
進

○
今

後
、

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

需
要

が
増

大
し

て
い

く
中

に
お

い
て

も
、

地
方

空
港

を
含

め
、

空
港

関
係

者
が

一
丸

と
な

っ
て

ス
ト

レ
ス

フ
リ

ー
で

快
適

な
旅

行
環

境
の

実
現

を
図

る
た

め
、

・
チ

ェ
ッ

ク
イ

ン
の

自
動

化
等

に
よ

る
搭

乗
関

連
手

続
き

の
円

滑
化

、
空

港
ビ

ル
施

設
の

配
置

適
正

化
に

よ
る

旅
客

導
線

の
合

理
化

・
高

度
化

、
空

港
業

務
を

担
う

グ
ラ

ン
ド

ハ
ン

ド
リ

ン
グ

※
事

業
者

に
つ

い
て

、
定

着
率

向
上

の
た

め
の

職
場

環
境

改
善

な
ど

を
重

点
的

に
支

援
。

・
旅

行
者

受
入

等
の

ボ
ト

ル
ネ

ッ
ク

と
な

り
得

る
空

港
ア

ク
セ

ス
の

改
善

、
グ

ラ
ン

ド
ハ

ン
ド

リ
ン

グ
業

務
の

生
産

性
向

上
に

必
要

な
自

動
航

空
機

牽
引

機
の

導
入

等
を

支
援

。

⇒
空

港
業

務
を

担
う

人
材

の
定

着
率

向
上

を
図

る
た

め
、

職
場

環
境

改
善

に
要

す
る

経
費

の
補

助
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

人
材

の
処

遇
改

善
を

推
進

。

○
空

港
機

能
の

効
率

的
運

用
に

向
け

た
取

組
の

推
進

⇒
需

要
変

動
リ

ス
ク

に
対

応
す

る
た

め
、

チ
ャ

ー
タ

ー
便

の
就

航
に

向
け

た
職

員
の

応
援

派
遣

に
要

す
る

経
費

の
補

助
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

空
港

機
能

の
効

率
的

運
用

を
実

現
。

旅
客
ﾀｰ
ﾐﾅ
ﾙ

ラ
ン
プ

(航
空

機
を

駐
機

場
に

誘
導

)

(手
荷

物
の

預
り

等
)

（
受

託
手

荷
物

の
仕

分
け

作
業

）
（
手

荷
物

の
コ

ン
テ

ナ
へ

の
搭

載
）

(フ
ロ

ア
清

掃
)

（
航

空
機

へ
の

燃
料

給
油

）

※
グ

ラ
ン

ド
ハ

ン
ド

リ
ン

グ
業

務
の

例

（
航

空
機

ま
で

の
貨

物
の

搬
送

）

（
貨

物
室

へ
の

積
み

降
ろ

し
）

貨
物
ﾀｰ
ﾐﾅ
ﾙ

令
和

８
年

度
政

府
案

：
７
９

億
円

（
国

際
観
光

旅
客

税
財
源

）

≪
F
A

S
T
 T

R
A

V
E
L
の

推
進

≫

自
動

チ
ェ

ッ
ク

イ
ン

機
自

動
航

空
機

牽
引

機

≪
グ

ラ
ン

ド
ハ

ン
ド

リ
ン

グ
の

体
制

強
化

≫

⇒
搭
乗
手
続
き
の
円
滑
化
や
手
荷
物
輸
送
の
迅
速
化
を
推
進

≪
天

候
ト

ラ
ブ

ル
時

の
旅

客
滞

留
・
混

雑
防

止
対

策
≫

自
動

凍
結

剤
散

布
ロ

ボ
ッ

ト

⇒
効
率
的
な
除
雪
作
業
等
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
天
候
ト
ラ

ブ
ル
時
に
お
け
る
早
期
の
運
用
再
開
を
可
能
と
す
る
。

保
育

施
設

グ
ラ

ハ
ン

可
視

化
シ

ス
テ

ム
（
A

Iカ
メ

ラ
）

共
用

休
憩

室

○
職

場
環

境
改

善
の

推
進

新
規

新
規
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空
港
の
国
際
競
争
⼒
の
強
化

令
和

８
年

度
政

府
案

：
９
１

４
億

円

羽
田

空
港

＜
事

業
の

概
要

＞

○
ア

ク
セ

ス
利

便
性

向
上

を
図

る
た

め
、

京
急

空
港

線
引

上
線

や
J
R

東
日

本
羽

田
空

港
ア

ク
セ

ス
線

等
の

整
備

を
引

き
続

き
実

施
。

○
人

工
地

盤
の

整
備

、
旧

整
備

場
地

区
の

再
編

整
備

等
を

実
施

。
○

滑
走

路
等

の
耐

震
性

の
強

化
及

び
防

災
・
減

災
に

向
け

た
護

岸
等

の
整

備
を

引
き

続
き

実
施

。

８
年

度
予

算
額

６
９

１
億

円

○
大

規
模

補
修

時
に

お
い

て
も

継
続

的
な

空
港

運
用

を
可

能
と

す
る

こ
と

及
び

完
全

２
４

時
間

運
用

を
実

現
す

る
こ

と
等

を
目

的
と

し
て

、
代

替
滑

走
路

の
整

備
を

実
施

。
○

航
空

保
安

施
設

の
老

朽
化

対
策

等
を

実
施

。

中
部

空
港

＜
事

業
の

概
要

＞

８
年

度
予

算
額

２
１

億
円

主
な

事
業
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整
備
新
幹
線
の
整
備
の
推
進

○
令
和
８
年
度
の
「整
備
新
幹
線
整
備
事
業
費
補
助
」は
、北

海
道
新
幹
線
（
新
函
館
北
⽃
・札
幌
間
）
の
整
備
等
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
の
所

要
額
とし
て
、令

和
７
年
度
と同

額
の
８
０
４
億
円
を
計
上
。

○
北
陸
新
幹
線
の
施
⼯
上
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
調
査
等
を
実
施
す
る
「北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査
」と
して
15
億
円
を
計
上
。

令
和

８
年

度
政

府
案

整
備

新
幹
線

整
備

事
業
費

補
助

：
８
０

４
億

円
北

陸
新

幹
線

事
業

推
進
調

査
：

１
５
億

円

◆
整
備
新
幹
線
の
着
実
な
整
備

◆
事
業
着
⼿
に
向
け
た
流
れ

○
そ
の
主

た
る
区
間
を
列
車
が
時
速
２
０
０
km

以
上

の
高

速
で
走

行
で
き
る
幹

線
鉄
道

。
○
（
独
）
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
が
建
設
・
保
有
し
、
営
業
主
体
（
JR
）
に

対
し
施
設
を
貸
付
け
（
上
下
分
離
方
式
）
。

⻘
森

-札
幌
間

北
海
道
新
幹
線

盛
岡

-⻘
森
間

東
北
新
幹
線

東
京

-⼤
阪
間

北
陸
新
幹
線

福
岡

-⿅
児
島
間

九
州
新
幹
線
（
⿅
児
島
ル
ー
ト）

福
岡

-⻑
崎
間

九
州
新
幹
線
（
⻄
九
州
ル
ー
ト）

整
備

新
幹

線
と
は

、
「
全

国
新

幹
線

鉄
道

整
備

法
」
に
基

づ
く
昭

和
４
８
年

の
「
整

備
計

画
」
に
よ
り
整

備
が

行
わ

れ
て
い
る
以

下
の

５
路

線
の
こ
と
を
い
う
。

平
成
9
年
(
1
9
9
7
年
)
1
0月

開
業

九
州
新
幹
線

（
鹿
児
島
ル
ー
ト
）

平
成
2
3
年
(
2
0
1
1
年
)
3月

開
業

九
州
新
幹
線

（
西
九
州
ル
ー
ト
）

中
央
新
幹
線

平
成
1
6
年
(
2
0
0
4
年
)
3月

開
業

新
函
館
北
斗
･
札
幌
間
〈
2
1
2
k
m
〉

北
海
道
新
幹
線

東
北
新
幹
線

平
成
2
2
年
(
2
0
1
0
年
)
1
2月

開
業

平
成
1
4
年
(
2
0
0
2
年
)
1
2月

開
業

北
陸
新
幹
線

平
成
2
8
年
(
2
0
1
6
年
)
3月

開
業

平
成

2
7年

(
20

15
年

)
3月

開
業

令
和
4
年
(
2
0
2
2
年
)

9
月
開
業

令
和
6
年
(
2
0
2
4
年
)

3
月
開
業

凡
例

既
設
新
幹
線

整
備
計
画
路
線
（
開
業
区
間
）

整
備
計
画
路
線
（
建
設
中
区
間
）

整
備
計
画
路
線
（
未
着
工
区
間
）

中
央
新
幹
線

基
本
計
画
路
線

ミ
ニ
新
幹
線

◆
北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査

整
備
新
幹
線
の
整
備
に
関
す
る
基
本
条
件
の
確
認

【着
⼯
５
条
件
】

・安
定
的
な
財
源
⾒
通
しの
確
保

・収
⽀
採
算
性

・投
資
効
果

・J
Rの
同
意

・並
⾏
在
来
線
の
経
営
分
離
に
つ
い
て
の
沿
線
⾃
治
体
の
同
意

⼯ 事 実 施 計 画 認 可 ؞ 事 業 着 ⼿
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鉄
道
ネ
ット
ワ
ー
クの
安
定
性
の
向
上
等
に
資
す
る
駅
の
改
良
や
、バ
リア
フリ
ー
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
支
援
を
実
施
。

② バ リ ア フ リ ー 事 業

① 駅 改 良 事 業補
助
対
象
事
業
（
事
業
メ
ニ
ュー
）

エ
レ
ベ
ー
ター

(＋
)

：
バ
リア
フリ
ー
化

ル
ー
ト

：
増
床
部
分

：
新
設
箇
所

［
跨
線
橋
新
設
＋
エ
レ
ベ
ー
ター
設
置
の
例
］

［
人
工
地
盤
設
置
＋
エ
レ
ベ
ー
ター
設
置
の
例
］

跨
線
橋

◎
：
主
要
な
事
業

＋

補
助
ス
キ
ー
ム

地
方
自
治
体
、鉄

道
事
業
者
、地

方
運
輸
局
等
か
らな
る
協
議
会
に
お
い
て
整
備
計
画
を
策
定

1/
3以

内
(注

)か
つ

地
方
補
助
額
以
内

補
助

鉄
道
事
業
者

国
自
治
体

地
方
公
共
団
体
の
策
定
す
る
地
域
公
共
交
通
計
画
等
に
位
置
づ
け
が
あ
る
駅

 か
つ

 
鉄
道
ネ
ット
ワ
ー
クの
安
定
性
等
の
向
上
に
資
す
る
駅

◎
駅
改
良
（
利
用
者
の
利
便
性
・安
全
性
の
向
上
）

 ・
橋
上
駅
舎
化

 ・
改
札
口
、通

路
新
設
等
の
乗
換
利
便
性
向
上

 ・
ホ
ー
ム
・コ
ン
コー
ス
拡
幅
等
の
利
便
性
向
上

 等
※
ホ
ー
ム
拡
幅
に
よ
る
混
雑
緩
和
、改

札
か
らホ
ー
ム
へ
の
ア
クセ
ス
性
向
上
等

◎
バ
リア
フリ
ー
施
設

 ・
エ
レ
ベ
ー
ター
、ホ
ー
ム
ドア

  
バ
リア
フリ
ー
トイ
レ
等

○
駅
改
良
（
バ
リア
フリ
ー
施
設

の
整
備
に
必
要
な
改
良
）

 ・
跨
線
橋
、人

工
地
盤

等
○
バ
リア
フリ
ー
施
設

 ・
エ
レ
ベ
ー
ター

等
※
必
須
で
は
な
い

ホ
ー
ム
拡
幅

(注
) 

 ・
②
に
お
い
て
バ
リア
フリ
ー
基
本
構
想
に
位
置
づ
け
られ
た
駅
は

1/
2以

内
・所
在
す
る
市
区
町
村
の
直
近
の
財
政
力
指
数
が

1.
0以

上
の
駅
や
、 

②
に
お
い
て
利
用
者
数

3万
人

/日
以
上
の
駅
は
補
助
率
が
異
な
る

＜
補
助
対
象
外
＞

・三
大
都
市
圏
の

JR
本
州
三
社
及
び
大
手
民
鉄
の
駅

・①
に
お
い
て
利
用
者
数

15
万
人

/日
以
上
の
駅
等

※
経
過
措
置
分
を
除
く

［
橋
上
駅
舎
化
等
の
例
］

鉄
道
駅
総
合
改
善
事
業

令
和
８
年

度
政
府

案
：
１

９
億
円
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・
国
民
か
ら
の
問
合
せ
や
ご
意
見
等
に
一
元
的
に
対
応
す
る
「
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
」
の
本
格
運
用

働
き
方
改
革
の
推
進

●
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
導
入
・運
用
経
費

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
強
化
等

●
情
報
シ
ス
テ
ム
セ
キ
ュリ
テ
ィ強

化
経
費

●
国
土
交
通
省
所
管
事
業
者
等
へ
の
情
報
セ
キ
ュリ
テ
ィ対

策
経
費

・
有
事
に
お
け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト
対
応
及
び
平
時
に
お
け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
強
化
等
に
よ
り
、
国
土
交

通
省
の
障
害
・
イ
ン
シ
デ
ン
ト
対
応
（

CS
IR

T）
体
制
を
充
実
・
強
化

・
所
管
重
要
イ
ン
フ
ラ
分
野
等
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
関
し
て
、
専
門
的
知
見
を
有
す
る
外
部
事
業
者
に
よ
る
、
安
全
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
改
定
及
び
イ
ン
シ
デ
ン
ト
対
応
に
係
る
業
務
支
援
を
実
施

●
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
に
係
る
サ
イ
バ
ー
安
全
保
障
対
策
経
費

・
国
土
交
通
省
行
政
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
対
象
と
し
て
、
疑
似
攻
撃
を
実
施
し
シ
ス
テ
ム
等
の
潜
在
的
な
脆
弱
性
を
評
価
し
た
う
え
で
、

サ
イ
バ
ー
脅
威
へ
の
対
策
及
び
効
果
検
証
を
実
施

Ｄ
Ｘ
の
推
進
、サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィの
強
化
等

令
和
８
年

度
政

府
案

 ：
 ３
億

円

働
き
方
改
革
や
国
土
交
通
分
野
に
お
け
る
行
政
情
報
の
デ
ー
タ
化
・
活
用
な
ど
の

D
Xを

推
進
す
る
と
と
も
に
、
所
管
事
業
者
を
含
め
た
サ

イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
・
強
化
を
実
施
す
る
。

・
国
土
交
通
分
野
の
行
政
情
報
の
デ
ー
タ
化
・
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化
を
通
じ
た
官
民
に
よ
る
活
用
事
例
の
創
出
や
政
策
立
案
時
の
デ
ー
タ

活
用
（

EB
PM
）
等
を
一
体
的
に
推
進

〔
令
和

7年
度
補
正
予
算
：

10
億
円
〕

国
土
交
通
分
野
に
お
け
る
行
政
情
報
の
デ
ー
タ
化
・
活
用
の
推
進

●
Pr

oj
ec

t
LI

N
K

S（
国
土
交
通
省
に
お
け
る
分
野
横
断
的
な

D
X推

進
プ
ロジ
ェク
ト）
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担
い
⼿
確
保
等
を
通
じた
持
続
可
能
な
建
設
業
の
実
現

○
「地
域
の
守
り⼿

」で
あ
る
建
設
業
が
そ
の
重
要
な
役
割
を
将
来
に
わ
た
って
果
た
し続

け
る
た
め
に
は
、担

い
⼿
確
保
に
向
け
た
対

策
の
強
化
が
急
務
。

○
「労
務
費
に
関
す
る
基
準
」の
実
効
性
確
保
等
を
通
じた
処
遇
改
善
や
⽣
産
性
向
上
等
を
図
る
とと
も
に
、市

場
の
把
握
等
を
通

じた
今
後
の
業
界
像
の
あ
り⽅

に
つ
い
て
検
討
を
⾏
う。


処
遇
改
善
の
着
実
な
実
施


「労
務
費
に
関
す
る
基
準
」の
実
効
性
確
保
に
関
す
る
調
査


技
能
者
の
適
正
な
雇
⽤
関
係
の
促
進
、「
適
正
で
な
い
」⼀
⼈
親
⽅
へ
の
対
策


職
⼈
の
安
全
・健
康
の
確
保
の
推
進


「労
務
費
に
関
す
る
基
準
」の
実
効
性
確
保


コー
ル
セ
ン
ター
設
置
、書

⾯
調
査
か
ら⽴

⼊
調
査
ま
で
Gメ
ン
及
び
許
可
⾏
政

庁
との
連
携
に
よ
る
強
⼒
な
指
導
体
制
の
構
築


実
態
把
握
を
通
じた
取
引
適
正
化
の
推
進


多
様
な
⼈
材
の
⼊
職
拡
⼤
に
向
け
た
魅
⼒
発
信


⼥
性
活
躍
・定
着
促
進
に
向
け
た
現
場
環
境
改
善
、経

営
層
へ
の
働
き
か
け


技
術
者
の
社
会
的
地
位
向
上
に
向
け
た
実
態
調
査
・実
績
評
価
⼿
法
の
構
築


業
務
特
性
を
踏
ま
え
た
⽣
産
性
向
上
の
推
進


⼯
期
設
定
・⼯
期
ダン
ピ
ン
グ
の
実
態
に
係
る
詳
細
調
査


機
械
に
代
替
で
き
る
⼯
種
・作
業
の
抽
出
・⾒
え
る
化


発
注
者
の
理
解
促
進
に
資
す
る
周
知


地
⽅
の
⼊
札
契
約
改
善
を
通
じた
効
果
的
・効
率
的
な
発
注
の
実
現


災
害
対
応
⼒
の
強
化


建
設
資
材
の
適
正
か
つ
有
効
な
利
⽤
の
推
進


建
設
業
に
お
け
る
環
境
政
策
の
推
進


社
会
的
不
安
等
を
踏
ま
え
た
解
体
⼯
事
業
の
実
態
把
握

令
和
８
年
度
政
府
案
︓
３
億
円

担
い
⼿
確
保
の
取
組

⽣
産
性
向
上
と地

域
貢
献
の
両
⽴

あ
る
べ
き
企
業
戦
略
・業
界
像
の
追
求


経
営
事
項
審
査
等
の
企
業
評
価
の
⾒
直
し検

討

重
層
下
請
構
造
の
改
善


下
請
取
引
等
実
態
調
査


建
設
業
取
引
慣
⾏
改
善
事
業
の
着
実
な
推
進


災
害
対
応
⼒
の
強
化


労
務
費
等
各
種
調
査
の
継
続
実
施


発
注
者
等
も
含
め
た
法
令
順
守
等
へ
の
効
果
的
な
働
き
か
け


審
議
会
等
の
運
営
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海
運
・航
空
業
務
に
係
る
⼈
材
の
確
保

○
今
後
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
増
加
も
見
据
え
た
空
港
業
務
を
担
う
人
材
の
確
保
の
た
め
、
空
港
単
位
で
の
合
同
就
職
説
明
会
、
航
空
整
備
士
の
確
保

に
向
け
た
広
報
活
動
等
や
、
空
港
業
務
人
材
の
教
育
訓
練
等
を
支
援
。

○
安
定
的
な
海
上
輸
送
の
実
現
に
必
要
な
船
員
の
確
保
の
た
め
、
船
員
の
計
画
的
な
確
保
・
育
成
を
行
う
事
業
者
へ
の
支
援
や
、
短
期
で
の
船
員

養
成
に
必
要
な
社
船
実
習
に
協
力
す
る
事
業
者
へ
の
支
援
、
国

際
的
な
規
制
強
化
に
対
応
し
た
船
員
の
実
技
講
習
の
受
講
環
境
整
備
等
を
実
施
。

令
和

８
年

度
政

府
案

空
港

業
務
に

係
る

人
材
の

確
保

：
１

億
円

我
が

国
海
運

を
担

う
船
員

の
確

保
：

１
億

円

人
材

確
保
・
育
成
へ
の
補
助

外
国

人
材
受
入
環
境
整
備
へ
の
補
助

新
規

先
進
的
な
訓
練
⽤
資
機
材

⽇
本
語
教
育

マ
ニ
ュア
ル
等
多
⾔
語
化

航
空
・空
港
関
係
事
業
者
の
⼈
材
確
保
・育
成
等
の
推
進

船
員
の
確
保
・育
成
等
の
推
進

空
港
ご
とに
開
催
す
る
合
同
就
職
説
明
会

船
員
計
画
雇
用
促
進
事
業

船
員

の
働

き
方

改
革

に
取

り
組

む
事

業
者

が
、
日

本
船

舶
・

船
員

確
保

計
画

に
従

っ
て
行

う
、
自

発
的

な
新

人
船

員
の

雇
用

・
育

成
を
支

援
。

内
航
船
員
就
業
ル
ー
ト
拡
大
支
援
事
業

一
般

教
育

課
程
出

身
者
向
け
の
就

業
ル
ー
ト
に
お
け
る
実
習

の
場

（
社

船
）
を

提
供

す
る

協
力

事
業

者
に

対
し
費

用
の

一
部

を
補

助
。

船
員
の
安
定
的
な
確
保
に
向
け
た
環
境
整
備
の
調
査

海
上

輸
送

・
漁

業
の

担
い

手
で
あ
る
船

員
の

安
定

的
確

保
に

向
け
た

、
環

境
整

備
等

に
必

要
な

具
体

的
な

ア
ク
シ
ョ
ン
を

整
理
。

技
能
訓
練
事
業

離
職

船
員

の
免

許
等

の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を

解
消

し
、
海

技
免

許

等
の

取
得

に
係

る
訓

練
費

用
の

一
部

を
補

助
。

船
員

の
確

保
・
育

成

若
年
内
航
船
員
確
保
推
進
事
業

水
産

高
校

や
海

技
教

育
機

構
等

と
連

携
し
た

就
業

体
験

等

の
実
施
。

船
員

の
定

着
・
離

職
者

支
援

行
政
手
続
き
の
デ
ジ
タ
ル
化

行
政

手
続

き
の

デ
ジ
タ
ル
化

を
踏

ま
え
、
船

員
手

帳
機

能
の

ス
リ
ム
化

や
交

付
手

続
き
の

合
理

化
を
実

施
。
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人
命

の
安

全
の

確
保

を
図

る
と
と
も
に
、
防

災
機
能

の
強
化

と
災
害

に
強

い
地

域
づ
く
り
を
支

援
す
る
た
め
、
官

庁
施

設
の
耐

震
化
を
推

進
。

耐
震
対
策

例
）
 免

震
化

例
）
 耐

震
壁
増
し
打
ち

（
耐
震
改
修
の
例
）

老
朽
化
対
策

災
害

応
急

対
策

の
活

動
拠

点
と
な
る
官

庁
施
設

に
つ
い
て
、

自
家

発
電

設
備

改
修
、
受

変
電
設

備
改
修

等
を
実
施

。

電
力
の
確
保
の
イ
メ
ー
ジ
図燃
料
槽
の
増
設

自
家
発
電
設
備
の
更
新

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

活
動
拠
点
室
等

燃
料

槽

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ Ｃ

災
害
対
策
室

燃
料

の
供

給
電

力

電
力

の
供

給

電
力
の
確
保

官
庁
施
設
の
整
備
・老
朽
化
対
策
等

令
和

８
年

度
政

府
案

 ：
 １
８
５
億

円

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
、
首
都
直
下
地
震
等
に
備
え
た
官
庁
施
設
の
防
災
・
減
災
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
防
災
拠
点

と
な
る
官
庁
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
既
存
官
庁
施
設
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
中
、
施
設
を
長

く
安
全
に
利
用
す
る
た
め
、
危
険
箇
所
の
解
消
を
図
り
な
が
ら
老
朽
化
対
策
を
実
施
す
る
。

官
庁

施
設

は
、
同

時
期
に
多
く
の

施
設
が

整
備
さ
れ
て
お
り
、

築
後

３
０
年
以

上
を
経
過

し
た
も
の

が
約

６
割
を
占
め
る
。

国
家

機
関

の
建

築
物

 総
施

設
数

：
約

1
3,

0
00
施

設
 総

延
べ

床
面

積
：
約

 4
,9

0
0
万

㎡

国
家

機
関

の
建

築
物

等
の

経
年

別
面
積

割
合
（
令
和

７
年

３
月

）

約
６
割

1
0
年
未
満

4
.4

%

1
0
年
以
上

2
0
年
未
満

1
6
.2

%

2
0
年
以
上

3
0
年
未
満

2
2
.2

%

3
0
年
以
上

4
0
年
未
満

1
9
.4

%

4
0
年
以
上

5
0
年
未
満

1
4
.2

%

5
0
年
以
上

2
3
.6

%

外
壁

落
下

に
よ
る
事
故

発
生
の

お
そ
れ

が
あ
り
、
外

壁
改

修
が

必
要

（
危
険
箇
所
の
例
）

危
険

箇
所
の

解
消
を
図

り
な
が
ら
計

画
的

な
改

修
を
実
施

水
を
吸

っ
た

天
井

材
が

落
下

蛍
光

灯
か

ら
水

滴
が

落
下

配
管

の
腐

食
が

原
因

で
漏

水
が

発
生

。
事

故
発

生
の

お
そ
れ

が
あ
り
、
設

備
改

修
が
必

要
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国
際
観
光
旅
客
税
を
活
⽤
し
た
観
光
施
策
の
推
進

1．
混
雑
・マ
ナ
ー
違
反
対
策
（
外
国
⼈
問
題
対
応
）

３
．
ア
ウ
トバ
ウ
ン
ド施

策


地
⽅
の
観
光
地
の
魅
⼒
向
上
・地
⽅
誘
客


広
域
D
M
O
が
中
⼼
とな
った
ま
ち
づ
くり
を
推
進


国
⽴
公
園
に
お
け
る
安
⼼
・安
全
を
確
保
（
クマ
対
策
）


⽂
化
財
等
の
公
開
促
進
⽀
援
を
通
じ、
地
⽅
誘
客
を
拡
⼤


地
⽅
の
魅
⼒
を
PR
す
る
プ
ロモ
ー
シ
ョン
を
推
進

２
．
地
⽅
へ
の
需
要
分
散

新
規

新
規


地
⽅
部
へ
の
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クの
機
能
強
化


空
港
ア
クセ
ス
鉄
道
等
の
観
光
イン
フラ
の
機
能
を
強
化


グ
ラン
ドハ
ン
ドリ
ン
グ
の
⾃
動
化
機
器
等
を
導
⼊

新
規

国
際
観
光
旅
客
税
を
1,
00
0円

か
ら3
,0
00
円
に
引
き
上
げ
、オ
ー
バ
ー
ツー
リズ
ム
対
策
等
を
強
化
。

航
空

燃
料

の
安

定
的

供
給

上
り
・
下
り

単
線

区
間

の
複

線
化

国
立

公
園

等
の

利
用

促
進


オ
ー
バ
ー
ツー
リズ
ム
対
策
の
強
化


ス
マ
ー
ト
ご
み
箱
の
設
置
や
パ
ー
クア
ン
ド
ライ
ド
、マ
ナ
ー
啓
発
等
を

推
進


予
約
制
や
⾞
両
の
⼊
域
管
理
を
導
⼊
し、
混
雑
を
緩
和


撮
影
ス
ポ
ット
や
観
光
ル
ー
トの
整
備
を
推
進
し、
観
光
客
を
そ
ち
らに

誘
導
す
る
こと
に
よ
り、
混
雑
に
よ
る
住
⺠
⽣
活
へ
の
影
響
を
緩
和


円
滑
な
出
⼊
国
⼿
続
き


⼊
管
・税
関
⼿
続
き
を
同
時
に
⾏
うこ
とが
で
き
る
共
同
端
末
を
増
設


新
た
な
⾮
接
触
指
紋
認
証
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を
促
進


違
法
な
⺠
泊
サ
ー
ビス
の
解
消


観
光
庁
の
⺠
泊
デ
ー
タベ
ー
ス
と⺠

泊
仲
介
サ
イ
トの
デ
ー
タ連

携
を

⾏
い
、無

届
等
の
違
法
な
⺠
泊
サ
ー
ビス
の
募
集
を
⾃
動
削
除

ス
マ
ー
ト
ご
み

箱
の

整
備

非
接

触
指

紋
取

得
（
イ
メ
ー
ジ
）

銀
山
温
泉
に
お
け
る

パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド

新
規


安
全
・安
⼼
な
海
外
旅
⾏
環
境
の
整
備


２
４
時
間
３
６
５
⽇
の
緊
急
相
談
対
応
の
実
現


⼤
使
館
・領
事
館
等
の
避
難
所
機
能
の
強
化

新
規

令
和

８
年

度
政

府
案

国
際

観
光
旅

客
税

１
，

３
０

０
億
円
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外
国
⼈
を
含
む
不
動
産
取
引
の
動
向
把
握
の
強
化

令
和
８
年
度
政
府
案
︓
2億

円
の
内
数

（
参
考
）
令
和
７
年
度
補
正
予
算
︓
1.
4億

円

○
国
⼟
利
⽤
計
画
法
に
基
づ
く⼤
規
模
な
⼟
地
取
引
に
係
る
届
出
の
デ
ー
タを
元
に
、全

国
及
び
地
域
別
の
⼟
地
取
引
状
況
を
把
握
す
る
な

ど、
基
礎
情
報
の
収
集
・分
析
等
を
⾏
い
、国

の
施
策
の
企
画
・⽴
案
に
活
⽤
す
る
とと
も
に
都
道
府
県
等
へ
の
提
供
を
⾏
う。

届
出
デ
ー
タ
の
収
集
・分
析
に
お
け
る
⼟
地
取
引
情
報
の
把
握

届
出
デ
ー
タ
等
を
活
⽤
した

⼟
地
取
引
等
の
分
析
・調
査

⾃
治
体

約
1.
9万

件
／
年

（
R6
年
）

・全
国
集
計
デ
ー
タ作

成

国
⼟
利
⽤
計
画
法

に
基
づ
く届
出
書 提
出

実
態
統
計
処
理
ツー
ル
（
都
道
府
県
等
）

実
態
統
計
処
理
ツー
ル
（
国
）

必
要
な
項
⽬
の
デ
ー
タ

取
り込

み

国
⼟
利
⽤
の
実
態
を
的
確
に
把
握
す
る
こと
に
よ
り、
⼀
層
の
適
正
か
つ
合
理
的
な
⼟
地
利
⽤
を
図
る

■
国
へ
の
報
告
情
報

受
理
年
⽉
⽇

取
引
主
体
区
分
、取

引
主
体
の
住
所

⼟
地
の
所
在
地
、対

価
の
額
、利

⽤
⽬
的

等
＜
今
年
度
７
⽉
追
加
＞

⼟
地
等
の
権
利
取
得
者
の
国
籍

（
法
⼈
の
場
合
は
設
⽴
準
拠
法
国
）

＜
検
討
中
＞

⼟
地
等
の
権
利
取
得
者
が
法
⼈
の
場
合
に
お
い
て
、

代
表
者
の
国
籍

役
員
の
過
半
数
を
占
め
る
国
籍

株
主
の
過
半
数
を
占
め
る
国
籍

統
計
処
理
機
能
の
拡
充

届
出
事
項
の
追
加
を
受
け
て
、統

計
処
理
・分
析
を
⾏
う機

能
を
拡
充

・過
去
の
届
出
デ
ー
タを
活
⽤
した
⼟
地
等

の
権
利
取
得
者
の
属
性
に
関
す
る
調

査
・分
析

・⼟
地
取
引
や
⼟
地
取
引
後
の
利
⽤
に
関

す
る
実
態
把
握
等
の
調
査

・
円
滑
に
届
出
デ
ー
タを
活
⽤
す
る
た
め
の

デ
ー
タベ
ー
ス
化
等
に
係
る
条
件
の
整
理

に
関
す
る
調
査

国
⼟
交
通
省
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
今

年
度

、運
⽤

拠
点

を
⼋

⼾
⾶

⾏
場

か
ら北

九
州

空
港

に
移

し、
新

た
に

配
備

す
る

２
機

を
加

え
た

５
機

体
制

を
構

築
す

る
とと

も
に

、
令

和
１

２
年

度
ま

で
に

１
０

機
体

制
の

構
築

を
図

る
こと

に
よ

り、
更

な
る

広
域

海
洋

監
視

能
⼒

の
強

化
を

推
進

。

無
操

縦
者

航
空

機
の

１
０

機
体

制
の

構
築

無
操

縦
者

航
空

機
の

１
０

機
体

制
の

構
築


広

域
海

洋
監

視
体

制
を

重
点

的
に

強
化

す
る

た
め

、中
型

ジ
ェッ

ト機
1機

を
整

備
。

中
型

ジ
ェッ

ト機
１

機
の

増
強

整
備

中
型

ジ
ェッ

ト機
１

機
の

増
強

整
備


海

上
保

安
官

⼀
⼈

ひ
とり

が
や

りが
い

を
実

感
し、

能
⼒

を
⼗

分
に

発
揮

で
き

る
よ

う、
業

務
効

率
化

や
勤

務
環

境
の

向
上

に
取

り組
み

、
海

上
保

安
能

⼒
強

化
の

た
め

の
⼈

的
基

盤
を

強
化

。

職
場

環
境

の
改

善
に

資
す

る
宿

舎
整

備
職

場
環

境
の

改
善

に
資

す
る

宿
舎

整
備

海
上

保
安

庁
予

算
の

推
移

海
上

保
安

庁
予

算
の

推
移

(億
円

)
︓

⼈
件

費
︓

物
件

費
※

補
正

は
⼈

件
費

含
ま

ず

+
１

８
０

億
円

海
上

保
安

能
⼒

の
強

化

※
８

年
度

定
員

14
,9

56
⼈

（
対

前
年

度
＋

67
⼈

）

令
和

８
年

度
政

府
案

：
２
，

９
７

１
億
円

1,
19

0

76
0

1,
36

5
78

4
1,

50
4

91
2

1,
62

8
79

3
1,

77
1

1,
04

1 
1,

06
6 

1,
10

7 
1,

16
3 

1,
20

0
2,

23
1 

2,
43

1 
2,

61
1 

2,
79

1 
2,

97
1 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

4年
度

補
正

5年
度

補
正

6年
度

補
正

7年
度

補
正

8年
度

※
イメ

ー
ジ

体
制

整
備

の
ス

ケ
ジ

ュー
ル

R4
︓

運
⽤

開
始

（
1機

体
制

）
R5

︓
3機

体
制

R7
︓

北
九

州
空

港
移

転
R8

︓
5機

体
制

R1
2︓

10
機

体
制

※
イメ

ー
ジ

想
定

され
る

主
な

業
務

災
害

対
応

海
難

救
助

治
安

の
確

保
領

海
警

備

就
役

ス
ケ

ジ
ュー

ル
R1

︓
1機

就
役

（
北

九
州

）
R9

︓
2機

就
役

予
定

R3
︓

1機
就

役
（

北
九

州
）

R1
2︓

1機
就

役
予

定
R4

︓
1機

就
役

（
北

九
州

）

※
令

和
12

年
度

完
成

予
定

イメ
ー

ジ

【令
和

８
年

度
か

ら開
始

す
る

PF
I事

業
】

令
和

8年
度

当
初

予
算

額
︓

7億
円

令
和

8年
度

当
初

予
算

額
︓

0.
4億

円

教
育

訓
練

施
設

の
拡

充
（

海
上

保
安

学
校

）
職

場
環

境
の

改
善

に
資

す
る

宿
舎

整
備

（
⿅

児
島

県
）

令
和

8年
度

当
初

予
算

額
︓

11
1億

円
（

５
機

の
新

規
契

約
及

び
5機

の
運

⽤
経

費
）

令
和

８
年

度
当

初
予

算
額

︓
34

億
円

（
１

機
の

新
規

契
約

、令
和

12
年

度
就

役
予

定
）
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(単
位

：
億

円
）
（
対

7
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

入
・
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

7
年

度
当

初
）

（
歳

入
）

・
自

動
車

事
故

対
策

勘
定

に
お

け
る

雑
収

入
等

の
増

（
＋

1
3
4
億

円
）

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

検
査

登
録

手
数

料
収

入
の

増
（
＋

8
1
億

円
）

（
歳

出
）

・
自

動
車

事
故

対
策

勘
定

に
お

け
る

千
葉

療
護

セ
ン

タ
ー

の
建

替
に

伴
う

自
動

車
事

故
対

策
機

構
施

設
整

備
費

の
増

（
＋

1
0
億

円
）

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て

い
る

の
で

、
合

計
に

お
い

て
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

シ
ス

テ
ム

更
改

等
に

伴
う

業
務

取
扱

費
の

増
（
＋

5
億

円
）

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

自
動

車
技

術
総

合
機

構
運

営
費

の
増

（
＋

6
億

円
）

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

自
動

車
技

術
総

合
機

構
施

設
整

備
費

の
増

（
＋

1
0
億

円
）

2
3
9
（
+
1
6
）

2
2
0
（
+
9
）

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
2
2
0
（
+
9
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定
4
4
6
（
+
1
0
）

4
4
5
（
+
1
0
）

4
4
5
（
+
1
0
）

自
動

車
安

全
特

別
会

計
(空

港
整

備
勘

定
を

除
く
)

勘
定

別
歳

出
総

額
歳

出
純

計
額

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
費

等
を

除
い

た
額

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

業
務

取
扱

費

3
8
4
（
+
5
）

被
害

者
保

護
増

進
等

事
業

費
1
0
4
（
+
2
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

前
年

度
剰

余
金

受
入

6
0
7
（
▲

3
）

雑
収

入
等

3
6
（
+
2
0
）

積
立

金
よ

り
受

入
1
（
▲

2
7
）

【
令

和
８

年
度

歳
出

予
算

】

6
8
4
億

円
（

+
2
6
）

1
,
3
9
0
億

円
（

+
1
1
8
）

【
令

和
８

年
度

歳
入

予
算

】

賦
課

金
収

入
1
0
4
（
+
0
）

一
般

会
計

よ
り

受
入

-
（
皆

減
）

雑
収

入
等

1
4
9
（
+
1
3
4
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

2
7
 （

▲
2
2
）

検
査

登
録

手
数

料
収

入
4
6
6
（
+
8
1
）

保
障

費
1
3
（
▲

0
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術

総
合

機
構

運
営

費
2
3
（
+
6
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故

対
策

機
構

施
設

整
備

費

1
5
（
+
1
0
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故

対
策

機
構

運
営

費
8
8
（
▲

3
）

再
保

険
及

保
険

費
等

2
0
（
+
7
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術

総
合

機
構

施
設

整
備

費
2
5
（
+
1
0
）

施
設

整
備

費
等

1
4
（
▲

1
1
）
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＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

７
年

度
当

初
）

・
航

空
旅

客
へ

の
保

安
検

査
の

実
施

主
体

移
行

に
伴

う
増

（
＋

1
8
4
億

円
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

７
年

度
当

初
）

・
財

投
償

還
金

の
増

（
＋

1
0
2
億

）

・
離

島
航

空
路

線
の

航
空

機
購

入
費

へ
の

補
助

の
増

（
皆

増
）

自
動

車
安

全
特

別
会

計
　
空

港
整

備
勘

定

3
,8
0
4
（
+
2
4
4
）

4
,2
3
6
（
+
3
4
6
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

3
,8
0
4
（
+
2
4
4
）

4
,2
36

億
円

（
+
3
4
6）

地
域
公
共
交
通

維
持
・
活
性
化
推
進
費

2
4
（
皆
増
）

空
港
整
備
事
業
費
等

1
,5
9
1
（
+
16
）

空
港
維
持
運
営
費

1
,7
8
5
（
+
20
4
）

航
空
路
整
備

事
業
費

成
田
国
際
空
港

等
整
備
事
業
資

金
貸
付
金

1
1
0
（
+
1）

国
債
整
理
基
金

特
別
会
計
へ
繰
入

4
3
2
（
+
10
2）

空
港
等
整
備
事
業
工
事
諸
費
等

1
9
（
▲
3
）

2
7
5
（
+
1）

4
,2
36

億
円

（
+
3
4
6）

雑
収
入
等

7
8
7
（
+
1）

償
還
金
収
入

9
4
（
+
2
）

借
入
金

1
1
2
（
-
）

空
港
使
用
料
収
入

2
,7
5
6
（
+
31
8
）

一
般

会
計

よ
り
受

入

4
0
7
（
+
25
）

【
令
和
８
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
８
年
度
歳
出
予
算
】

地
方
公
共
団

体
工
事
費
負

担
金
収
入

8
0
（
+
1
）
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(単
位

：
億

円
）
（
対

７
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

７
年

度
当

初
）

・
処

分
財

産
に

係
る

事
務

費
の

増
（
＋

4
億

円
）

・
整

備
事

業
の

完
了

に
伴

う
事

業
費

の
減

（
▲

1
億

円
）

財
政

投
融

資
特

別
会

計
特

定
国

有
財

産
整

備
勘

定

4
4
（
+
3
）

4
4
（
+
3
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
費

等
を

除
い

た
額

歳
出

純
計

額
歳

出
総

額

4
4
（
+
3
）

（
注

）
　

　
旧

特
定

国
有

財
産

整
備

特
別

会
計

が
平

成
2
1
年

度
末

で
廃

止
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

平
成

2
1
年

度
末

ま
で

に
策

定
さ

れ
て

い
た

事
業

で
未

完
了

の
も

の
に

つ
  
  
  
 い

て
は

、
当

該
事

業
が

完
了

す
る

ま
で

の
間

、
経

過
的

に
設

置
さ

れ
た

本
勘

定
で

経
理

を
行

う
こ

と
と

さ
れ

て
お

り
、

未
完

了
事

業
完

了
後

の
残

余
財

産
は

、
一

般
  
  
  
 会

計
に

承
継

。

4
4億

円
（

+
3
）

特
定

国
有

財
産

整
備

費
3
6
（
▲

1
）

事
務

取
扱

費
8
（
+
4
）

3
12

億
円

（
▲

9
2）

前
年

度
剰

余
金

受
入

2
6
7
（
▲

1
1
3
）

雑
収

入
0
（
+
0
）

【
令

和
８

年
度

歳
入

予
算

】
【
令

和
８

年
度

歳
出

予
算

】
国

有
財

産
売

払
収

入
4
5
（
+
2
1
）
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